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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 15,863 ― 19 ― 109 ― 111 ―

20年3月期第3四半期 17,745 0.0 404 6.2 468 8.6 282 29.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 7.49 ―

20年3月期第3四半期 18.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 14,376 8,348 57.5 555.48
20年3月期 16,638 8,983 53.5 597.64

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  8,264百万円 20年3月期  8,895百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 3.00 ― 5.00 8.00
21年3月期 ― 4.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 4.00 8.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 19,400 △17.5 △351 ― △228 ― 120 △66.6 8.03

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、２ペ－ジ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、２ペ－ジ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可
能性があります。 
・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  14,950,000株 20年3月期  14,950,000株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  71,047株 20年3月期  65,964株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  14,880,310株 20年3月期第3四半期  14,887,554株



【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国におけるサブプライムロ－ン問題に端を発した世界的な景

気悪化や円高を背景に、国内各企業の業績も急激に悪化しており、今後もさらに厳しい状況が続くものと予想されま

す。

　このような情勢の中、当第３四半期連結累計期間の売上高は、主要顧客の生産調整等が影響し、158億63百万円（前

年同期比10.6％減）となりました。利益面におきましては、引き続きコストダウンに努めてまいりましたが、売上高

の減少とそれに伴う操業度の低下により、営業利益は19百万円（同95.1％減）、経常利益は1億9百万円（同76.6%減）

となり、四半期純利益は1億11百万円（60.5％減）となりました。

 

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第３四半期末における総資産は143億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ22億61百万円減少いたしまし

た。

　流動資産につきましては78億54百万円となり11億78百万円減少いたしました。主な要因は受取手形及び売掛金の減

少6億7百万円、関係会社預け金（（株）日立製作所プーリング制度）の減少3億75百万円等によるものです。また、固

定資産につきましては65億22百万円となり10億83百万円減少いたしました。主な要因は投資有価証券の減少9億50百万

円等によるものであります。

　負債合計は60億27百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億27百万円減少いたしました。流動負債につきまして

は55億9百万円となり11億48百万円減少いたしました。主な要因は、支払手形及び買掛金の減少8億98百万円等による

ものであります。また、固定負債につきましては5億18百万円となり、4億78百万円減少いたしました。主な要因は繰

延税金負債の減少3億99百万円等によるものです。

　純資産合計につきましては83億48百万円となり、前連結会計年度末に比べ6億34百万円減少いたしました。主な要因

はその他有価証券評価差額金の減少5億71百万円等によるものです。この結果、自己資本比率は57.5％となりました。

　　 

　　（キャッシュフローの状況）

　当第３四半期末における現金及び現金同等物は5億5百万円となり、前連結会計年度末に比べ4億40百万円減少となり

ました。 

　営業活動によるキャッシュ・フロ－は、3億49百万円の資金の増加となりました。これは主に、減価償却費9億69百

万円を計上、また、売掛債権6億7百万円が減少し、仕入債務が8億98百万円減少したこと等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フロ－は6億65百万円の資金の減少となりました。これは主に、有形固定資産の取得に

伴う支出6億44百万円によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フロ－は1億24百万円の資金の減少となりました。これは主に、配当金の支払い1億19

百万円によるものであります。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報

　平成21年3月期の連結業績予想につきましては、本日公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。

　

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

・税金費用の計算

  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 



（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

・たな卸資産の評価基準及び評価方法

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）を当連結会計年度から適用し、

評価基準を製品・貯蔵品については原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更し、仕掛

品及び原材料については、低価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。な

おこの変更による影響はありません。

・負ののれんの償却に関する事項

　当連結会計期間より、負ののれんの償却方法について20年間の均等償却から一括償却に変更しております。な

お、このことにより19百万円を特別利益に計上し、経常利益が1百万円減少、税金等調整前四半期純利益が18百万

円増加しております。

・リース取引に関する会計基準の適用

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成5年6月17日(企業会計審議会第一部

会)、平成19年3月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平

成6年1月18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年3月30日改正))が平成20年4月1日以後開始する連

結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度からこれらの会

計基準を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。これによる影響額は軽微であります。

 (追加情報)

・有形固定資産の耐用年数の変更

　当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機として、当

連結会計年度より、改正後の法人税法に基づく減価償却方法を適用しております。これにより当第３四半期連結

累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益がそれぞれ54百万円減少しております。

・役員退職慰労金制度の廃止

　当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規則に基づき期末要支給額を引当計上しており

ましたが、平成20年6月20日開催の定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止することが決議されまし

た。同制度廃止に伴い、定時株主総会の日以前の在職期間分についての役員退職慰労金について、打切り支給す

ることとしました。なお、支給時期は、各役員それぞれの退任時とし、役員退職慰労引当金は、退任時まで固定

負債「その他」として計上しております。



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 327 393

関係会社預け金 178 553

受取手形及び売掛金 4,803 5,411

製品 644 767

原材料 215 176

仕掛品 1,113 1,206

繰延税金資産 373 375

その他 197 148

流動資産合計 7,854 9,032

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,030 1,038

機械装置及び運搬具（純額） 2,439 2,687

土地 845 845

リース資産（純額） 342 －

建設仮勘定 134 267

その他（純額） 266 326

有形固定資産合計 5,059 5,164

無形固定資産 86 114

投資その他の資産   

投資有価証券 1,060 2,011

その他 319 319

貸倒引当金 △4 △3

投資その他の資産合計 1,376 2,327

固定資産合計 6,522 7,606

資産合計 14,376 16,638



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,317 5,216

未払法人税等 30 112

賞与引当金 274 541

その他 886 788

流動負債合計 5,509 6,657

固定負債   

リース債務 181 －

繰延税金負債 262 661

退職給付引当金 31 172

役員退職慰労引当金 － 142

その他 42 19

固定負債合計 518 997

負債合計 6,027 7,655

純資産の部   

株主資本   

資本金 747 747

資本剰余金 410 410

利益剰余金 6,587 6,610

自己株式 △18 △17

株主資本合計 7,727 7,751

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 524 1,096

為替換算調整勘定 13 47

評価・換算差額等合計 537 1,144

少数株主持分 83 88

純資産合計 8,348 8,983

負債純資産合計 14,376 16,638



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 15,863

売上原価 14,028

売上総利益 1,834

販売費及び一般管理費 1,815

営業利益 19

営業外収益  

受取利息 2

受取配当金 28

持分法による投資利益 62

雑収入 15

営業外収益合計 108

営業外費用  

支払利息 1

債権譲渡手数料 6

為替差損 8

雑支出 1

営業外費用合計 18

経常利益 109

特別利益  

負ののれん償却額 19

特別利益合計 19

特別損失  

固定資産除却損 7

有価証券評価損 2

特別損失合計 10

税金等調整前四半期純利益 118

法人税等 5

少数株主利益 1

四半期純利益 111



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 118

減価償却費 969

負ののれん償却額 △21

賞与引当金の増減額（△は減少） △266

退職給付引当金の増減額（△は減少） △141

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △99

受取利息及び受取配当金 △30

支払利息 1

持分法による投資損益（△は益） △62

投資有価証券評価損 2

有形固定資産除却損 7

売上債権の増減額（△は増加） 607

たな卸資産の増減額（△は増加） 176

その他の流動資産の増減額（△は増加） △46

仕入債務の増減額（△は減少） △898

その他の流動負債の増減額（△は減少） 84

小計 402

利息及び配当金の受取額 56

利息の支払額 △1

法人税等の支払額 △107

営業活動によるキャッシュ・フロー 349

投資活動によるキャッシュ・フロー  

子会社株式の取得による支出 △1

有形固定資産の取得による支出 △644

有形固定資産の除却による支出 △3

無形固定資産の取得による支出 △13

その他投資の取得による支出 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △665

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △2

配当金の支払額 △119

少数株主への配当金の支払額 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △124

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △440

現金及び現金同等物の期首残高 946

現金及び現金同等物の四半期末残高 505



  当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

 

　  （４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科目

前第３四半期連結累計期間
（自  平成19年４月１日
  至  平成19年12月31日

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 17,745

Ⅱ　売上原価 15,413

売上総利益 2,331

Ⅲ　販売費及び一般管理費 1,927

営業利益 404

Ⅳ　営業外収益 75

１．受取利息 2

２．受取配当金 32

３．負ののれん償却額 2

４．持分法による投資利益 27

５．雑収入 11

Ⅴ　営業外費用 11

１．支払利息 0

２．債権譲渡手数料 8

３．雑支出 1

経常利益 468

Ⅵ　特別損失 19

１．固定資産除却損 19

税金等調整前四半期純利益 448

法人税等 160

少数株主利益 6

四半期純利益 282



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前年同四半期
（平成20年3月期
第３四半期）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  

　税金等調整前四半期純利益 448

　減価償却費 866

　賞与引当金の増減額（△は減少） △245

　退職給付引当金の増減額（△は減少） △179

　売上債権の増減額（△は増加） 74

　たな卸資産の増減額（△は増加） 75

　仕入債務の増減額（△は減少） 206

　その他 18

小計 1,265

　利息及び配当金の受取額 34

　利息の支払額　 △0

　法人税等の支払額 △136

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,163

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー  

　有形固定資産の売却による収入 0

　有形固定資産の取得による支出 △897

　無形固定資産の取得による支出 △16

　その他投資の取得による支出 △2

　その他 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △915

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

　配当金の支払額 △77

　その他 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △83

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△は減少） 164

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 874

Ⅵ　現金及び現金同等物の四半期末残高 1,040
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